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　本研究では，研究 1として，地方都市圏において，私立認定こども園，私立幼稚園に在籍してい

る子供の中で，知的障害・発達障害の診断を受けていたり，保育者が，子供の行動や反応が「気にな

る」と感じていたりする子供の人数と在籍率，支援ニーズなどを年齢別に調査した。その結果，知的

障害・発達障害の診断を受けている子供の在籍率は 3.88％，「気になる」と感じている子供の在籍率

は 15.89％であった。

　研究 2として，上記の地方都市圏にある，私立認定こども園の 2歳児クラスに在籍する特別な支

援を要する子供に対し，「認定こども園版通級指導教室モデルプログラム」による早期療育を実践し

た。参加した子供は，指導開始時，2歳児クラスに在籍する子供 3名であった。子供には，週 1回

45分間程度の通級による指導を約 8か月間，保護者には 4回のペアレント・トレーニングを実施した。

その結果，3名の子供とも，発達や適応行動，コミュニケーションが促進された。

 【キーワード】特別な支援を要する子供，認定こども園版通級指導教室モデルプログラム，早期療育 【キーワード】特別な支援を要する子供，認定こども園版通級指導教室モデルプログラム，早期療育

Abstract

　　This study investigated the enrollment rates and number of children diagnosed with intellectual 

and developmental disabilities, as well as the number of children considered "worrisome" by nursery 

teachers, in private certified kodomoen （certified childcare and education center) and private 

kindergartens in a regional urban area. The results showed that the enrollment rate of children 
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diagnosed with intellectual and developmental disabilities was 3.88%, while the enrollment rate of 

children considered "worrisome" was 15.89%.

　　Additionally, an early intervention, the "Certified kodomoen version of the resource room model 

program," was developed and implemented for children requiring special support in the two-year-

old class of the private certified kodomoen in the same area. At the start of the instruction, the 

participants were three children who were enrolled in the two-year-old class. These children received 

approximately 45 minutes of resource room instruction once a week for 8 months, and their parents 

underwent four sessions of parent training. As a result, all three children showed enhancements in 

development, adaptive behavior, and communication.

 【Keywords】 children with special needs, Model program for resource room instruction at  【Keywords】 children with special needs, Model program for resource room instruction at 

certified kodomoen （certified childcare and education center), early therapeutic interventioncertified kodomoen （certified childcare and education center), early therapeutic intervention

問題と目的

　ベネッセ教育総合研究所（2019）が行った 2018年の全国調査では，障害のある子供や特別な支

援を要する子供（以下，特別な支援を要する子供とする）が在籍している認定こども園（幼保連携型）

の割合は，公営で 91.9％，私営で 84.9％，幼稚園では，国公立が 92.9%，私立が 80.6％，保育所では，

公営が 89.5%，私営が 76.9％になっており，経年で増加している。ある地域で行った公立幼稚園や

公立・私立保育所への調査でも，同様に特別な支援を要する子供の人数や在籍率が高いことが報告さ

れている（原口・野呂・神山，2013, 2015；落合，2021）。公営も私営もどちらも特別な支援を要

する子供の在籍は多くなっている。

　このような状況下で，私営の認定こども園等では，行政の補助金を活用して特別な要員を配置して

いたり，クラス担任をもたない保育者や園長，主任が対応したりしている（ベネッセ教育総合研究所，

2019）。しかし，各自治体によって特別支援教育への補助金の内容や補助額が異なっており，加配の

支援員が雇えなかったり，慢性的な保育者の人手不足により，対応する保育者等を割り当てることも

難しかったりしている。さらに，保育者の研修ニーズは，どの園でも特別な支援を必要とする子供の

理解や保育が，他の項目と比べて特に高い（ベネッセ教育総合研究所，2019）。このように私立認定

こども園等では，特別な支援を要する子供への支援環境の調整や支援システムの構築が必要な状況と

なっており，喫緊の課題である。　　

　また，原口ら（2013，2015）や，落合（2021）の調査のように，地域ごとに，特別な支援を要

する子供の年齢別の人数や在籍率，支援ニーズなどを明らかにすることが重要である。その理由とし

て，これらの調査結果が，より地域に根差し，設置者の種類に応じて，子供の年齢ごとの支援ニーズ

に合わせた支援環境の調整や支援システムの構築への基礎的なデータを提供すると考えられるからで

ある。

　そこで，本研究では，研究 1として，地方都市圏の私立幼稚園・私立認定こども園に在籍してい
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る特別な支援を要する子供の人数や在籍率，支援ニーズなどを年齢別に明らかにする。

　次に，幼児教育段階では，特別な支援を要する子供に関して，小学校の特別支援学級や通級によ

る指導が制度化されていない。認定こども園等に在籍する特別な支援を要する子供の数は多くな

り，現場では，子供一人一人の特性に応じた指導が難しくなってきている。また，保育者からの，

特別な支援を必要とする子供の理解や保育に関する研修ニーズが高い（ベネッセ教育総合研究所，

2019）という結果から，保育者も毎日手探り状態で特別支援教育を進めていると考えられる。一方，

Haraguchi et al., （2020）の研究では，自閉スペクトラム症のある子供に対し，より早期に個別の療

育の時間数を確保し，少しでも応用行動分析学の療育を受けさせることで，子供の言語・社会性の発

達，コミュニケーション行動の向上につながる可能性があると報告している。認定こども園等でも，

特別な支援を要する子供を早期に発見して，個別療育の時間を確保し，応用行動分析学の療育を受け

させながら，子供が獲得したスキルを園や家庭での生活で般化を促していく支援システムが構築され

れば，特別な支援を要する子供の成長が促進されると考えられる。

　そこで，研究 2として，地方都市圏で実施できる，2歳児クラスに在籍する特別な支援を要する子

供への「認定こども園版通級指導教室モデルプログラム」による早期療育を行い，その効果を検証す

る。

研究１

方　法

１．調査対象および回収率の算出

　Z県は，人口約 100万人の地方中核都市である。調査対象は，Z県私立幼稚園・認定こども園協会

（以下，協会とする）に所属するすべての私立幼稚園，私立認定こども園 47園（郵送時）としたが，

宛先不明で 1園分が返送されてきたため，この園を除いて 46園とした。

　調査の回答者は，園の管理職と各年齢のクラスの主担任をしている保育士，幼稚園教諭等（以下，

保育者とする）であった。回収率の算出については，以下のように行った。協会の全園に保育者が何

名在籍しているのかわからなかったので，1クラスに保育者 1名が配置されていると考え，園の管理

職に，自分の園のクラス数について年齢ごとにクラス数を選択あるいは記述で回答してもらった。回

答方法は，配布した用紙に記載した QRコードまたは URLからオンラインフォームに入ってもらい

送信してもらう形式とした。管理職からは，計 16園（回収率 34.8％）の回答が得られた。保育者へは，

管理職から調査用紙を配布してもらったが，管理職から回答のあった 16園だけで保育者に配られた

か，それ以外の園でも，管理職は回答していないが，保育者へ配布されたかは定かではない。そこ

で，全調査対象の 46園の保育者の回収率は算定できないが，管理職から回答のあった 16園に限定し，

そのクラス数をもとに保育者の回収率を算出した。保育者の調査では，65名（回収率 58.6％）が回

答したが，管理職 1名と，年齢が混同するクラスの保育者をしている 0歳児 1歳児混同クラスの保

育者 1名，1歳児 2歳児混同クラスの保育者 1名の回答については，分析から除外し，62名の回答



を分析の対象とした。

２．調査方法

　調査は，保育者に，QRコードまたは URLからオンラインフォームに入ってもらい，オンライン

上で回答し送信してもらう形式とした。20XX年 9月に Z県私立幼稚園・認定こども園協会に所属す

る私立幼稚園，私立認定こども園に郵送した。管理職から，保育者に調査用紙を配布してもらうよう

に紙面上に記載した。

３．調査期間

　調査期間は，約 1か月とした。調査の締め切り後，1園のみ調査期間の延長を希望したため，その

園の調査期間を延長した。

４．調査内容

　ここでは，本研究の主要な調査内容について記載した。

　保育者には，「担任しているクラスの子供の中で，知的障害，発達障害の診断を受けている子供の

数（身体障害やその他の障害は除きます）」（※知的障害，発達障害の診断名の例は下記表をご覧くだ

さい）と「担任しているクラスの子供の中で，「気になる子供」の数」（※ただし，知的障害や発達障

害の診断を受けている子供の数は除きます。※「気になる子供」とは，「調査の時点で何らかの障害

があるとは認定（診断）されていないが，保育者にとって保育が難しいと考えられる子供」とします。

具体的な行動や反応の例は，下記表をご覧ください。）と質問し，人数を答えてもらう形式とした。

質問してもらう際に示した表は，表 1，表 2に示した。また，知的障害や発達障害の診断を受けてい

る子供や，「気になる子供」の両方またはどちらかを担任している保育者に「このクラスを運営して

いくにあたり，どのような困難なことや難しいことがありますか」という質問で，自由記述を求めた。

表１　知的障害，発達障害の診断名の例
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５．倫理的配慮

　研究 1は，富山大学において人を対象とし医療を目的としない研究倫理審査委員会を受けて実施

した（整理番号：H2024005）。保育者に配布した調査用紙には， 研究の目的，回答方法，回答しな

くても不利益を受けないこと，個人情報の取り扱いなどを記載した。本調査への回答，送信をもって

本研究に同意したとみなした。

表 2　「気になる子供」の具体的な行動や反応の例

表 3 　知的障害・発達障害の診断を受けている子供の合計数と在籍率などの調査の結果

結　果

　知的障害・発達障害の診断を受けている子供の合計数と在籍率などの調査の結果を表 3に示した。

在籍している子供は，1057名であり，その中で知的障害・発達障害の診断を受けている子供の合計

数は 41人（3.88％），「気になる子供」の合計数は 168人（15.89％）であった。「気になる子供」

の合計数は，2歳児を超えると 15％程度を超える在籍率となった。

　クラス運営において困難や難しいことがあるかという質問の結果では，自由記述を「子供の個別の

特徴や行動」「保育環境」「保護者関係」「保育者の課題」の 4つのカテゴリーに分類できた。中でも「子

供の個別の特徴や行動」が多く，子供の特性や発達，コミュニケーションに関するものが多く見られ

た。

注）（  ）の中は，在籍率を示した｡
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考　察

　本研究は，分析対象になった回答者が 62名であったこと，さらに，協会に属する園での調査とい

うことで規模は小さいものとなった。しかし，より地域に根差し，設置者の種類に応じて，子供の年

齢ごとの支援ニーズに合わせた支援環境の調整や支援システムの構築をするために，参考となるデー

タが得られたと言える。原口・野呂・神山（2013,2015）と比べても，本研究で調査した地域とそ

の設置者における知的障害・発達障害の診断を受けている子供や「気になる子供」の在籍率は，かな

り高いと考えられる。また，クラス運営における困難や難しいことでは，子供の特性や発達，コミュ

ニケーションに関するものが多かったことから，これらの子供の支援ニーズに対して，子供へのサポー

トシステムの構築や，保育者，保護者支援が必要であること考えられる。

　そこで，研究 2において，研究 1の対象となった Z県の協会に所属する 1園に，2歳児クラスに

在籍する特別な支援を要する子供への「認定こども園版通級指導教室モデルプログラム」（以下，通

級プログラム）による早期療育を行い，その効果を検証することとする。

研究２

方　法

１．通級プログラムの開発と担当者

　通級プログラムの内容について，図 1に示した。通級プログラムの担当者（以下，通級担当者と

する）は，公認心理師であり，特別支援教育や応用行動分析学を専門とする大学教員（第一著者）であっ

た。また，公立小学校で特別支援学級の担任や，特別支援教育コーディネーターの経験があった。週

1回 45分程度，通級担当者が通級指導教室で，子供の実態把握や，個別または 2名から 3名の小集

団指導を行った。その他に通級担当者は，担任の保育者との情報共有やコンサルテーションを行った。

さらに保護者には，定期的な懇談とペアレント・トレーニングを行った。

　また，子供が在籍クラスと通級指導教室とを行き来する際の支援や，通級指導教室での子供への指

導は，通級担当者以外に，通級担当者の指導を受けながら特別支援教育や応用行動分析学を専門に

学んでいる大学生も行った。基本 1名が子供の指導を，もう 1名が記録用のビデオ撮影を担当した。

会話のやり取りの見本など，必要に応じて 2名が指導に関わった。なお，通級プログラムに参加し

た子供には，通級担当者が個別の教育支援計画や個別の指導計画を作成し，保護者，担任の保育者，

園の管理職に定期的に確認してもらった。
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２．子供の募集方法

　保護者懇談会前に，園の管理職と参加する子供の募集について相談した。その結果，0，1歳児は

まだ発達の遅れが分からない子供が多く，保護者も気が付いていないので，2 歳児クラスに在籍する

子供の保護者に，通級プログラムの参加者を募集するためのお知らせを配ることとした。通級プログ

ラムに興味のある保護者が担任に詳細を訪ね，担任との面談が開始された。保護者が参加の意思を示

した場合，担任や管理職，通級担当者が子供の家庭の様子や園での様子を検討し，通級プログラムが

必要な子供かどうかを検討した。なお，配布したお知らせの題名は，「言葉やコミュニケーションの

発達を促すことを目的とした通級指導教室の開級について」とした。これは，「発達の遅れが気になる」

という文言を題名に入れることで，多くの保護者にとって通級プログラムへの参加が心理的な障壁に

なると考え，代わりに「言葉やコミュニケーションの発達を促す」という表現を用いて，参加の障壁

を低くした。

３．参加した子供

　通級プログラムへ参加した子供は，3名であった。指導開始時，3名は 2歳児クラスに在籍してい

たが，通級プログラムの期間中に年少クラスに進級した。3名とも，通級プログラムを継続して行っ

た。各子供のプロフィール，保護者の主訴，保育者から見た子供のコミュニケーションの様子を表 4

に示した。　

　子供の生活年齢や総合発達指数，総合発達年齢，適応行動総合点，適応水準は，通級プログラム開

始時（20XX年 1月下旬）のものである。総合発達指数および総合発達年齢は乳幼児発達スケールタ

イプ T（三宅ら，1991；以下，KIDS TYPE Tとする）を，適応行動総合点および適応水準は，日本

図１　通級プログラムの内容
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表 4　各子供のプロフィール，保護者の主訴，保育者から見た子供のコミュニケーションの様子

４．通級プログラムの期間

　通級プログラムの期間は，20XX年 1月下旬～ 20XX年 11月上旬であった。実際の子供の指導は，

20XX年 2月～ 20XX年 10月であった。中間評価を 20XX年 10月下旬～ 11月上旬に行った。ただし，

夏季休業中の 8月は，通級指導教室での指導は行わなかったため，子供の指導は，約 8か月間となっ

た。本報告が 11月に締め切りであるため，中間評価までを本研究の対象とした。

５．通級指導教室での子供への指導

　通級指導教室での子供への指導は，主にコミュニケーション課題や，日常生活の課題を行った。一

人一人に個別の指導計画を作成し，設定した目標が達成されるように通級指導教室での指導を行っ

た。個別の指導計画には，子供の実態，長期目標，短期目標，指導内容・支援方法，評価，来年度

への引継ぎ事項や，保護者・クラス担任・管理職の記名欄があった。本研究の結果の表 5，6，7に，

各子供の短期目標と指導内容・支援方法，評価について示した。なお，指導内容・支援方法は，子供

に合わせて適宜修正した。

６．ペアレント・トレーニングの概要

　20XX年 8月に，子供の保護者に対して，ペアレント・トレーニングを 4回実施した。1回あたり

2時間30分～3時間であった。教材は，井上ら（2017）の「子育てが楽しくなる 5つの魔法改訂版」

の「ほめ上手になろう！」「観察上手になろう！」「整え上手になろう！」「伝え上手になろう！」を

利用した。

７．評価方法

　通級プログラム開始時と中間評価時に，保護者に KIDS TYPE Tと Vineland-Ⅱを行い，子供の総

合発達指数や適応行動総合点を比較した。なお，総合発達指数は，小数第一位を四捨五入した。さら

に，保護者から子供のコミュニケーションの様子や日常生活の様子を書面や口頭で報告してもらうこ
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版 Vineland-Ⅱ適応行動尺度（辻井ら，2014；以下，Vineland-Ⅱとする）を利用した。なお，総合

発達指数は，小数第一位を四捨五入した。



とで，子供のコミュニケーションの様子も比較した。

８．倫理的配慮

　研究 2は，富山大学において人を対象とし医療を目的としない研究倫理審査委員会を受けて実施

した（整理番号：H2023015）。保護者には， 研究の目的，研究方法，同意の撤回の自由，不同意ま

たは同意撤回により不利益が生じないこと，個人情報の取り扱いなどを記載した用紙を見せながら口

頭で説明し，署名にて同意を得た。また，園の管理職や担任の保育者も同様に同意を得た。

結　果

　子供 A，B，Cの個別の指導計画における短期目標と指導内容・支援方法，評価を表 5，6，7に示

した。さらに，各子供の通級プログラム開始時（20XX年 1月下旬）と中間評価時（20XX年 10月

下旬～ 11月上旬）に行った KIDS TYPE T，Vineland-Ⅱの結果を表 8に示した。なお，紙面の制約上，

各子供の個別の指導計画における短期目標等は，一部省略した。20XX年 10月下旬～11月上旬には，

子供 Aの保護者から，子供が言葉を使って出来事や自分の気持ちを言えるようになり，それを基に，

保護者が適切な対応をとれるようになった（7割くらい）ことや，子供 Bの保護者からは，同世代の

親しい友達に「〇〇しよ」「うん，そうしよう」が言えるようなったことの報告があった。また，子

供 Cの保護者からは，相手に何か伝えたいことがあっても，うまく言葉にできず，泣き暴れることや，

質問にオウム返しになることは，今はあまり見られない気がすると報告があった。
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表 6　 子供 B の個別の指導計画における短期目標と指導内容・支援方法，評価
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表 5 　子供 A の個別の指導計画における短期目標と指導内容・支援方法，評価



表７　子供 C の個別の指導計画における短期目標と指導内容・支援方法，評価

表 8　 各子供の通級プログラム開始時と中間評価時の KIDS TYPE T，Vineland-Ⅱの結果
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考　察

　3名の子供は，個別の指導計画における短期目標を一定数達成しており，達成できていない課題に

ついても継続して取り組んでいる。中間評価時には通級プログラム開始時に比べ，総合発達指数や適

応行動総合点が向上している。さらに，保護者の報告から，子供のコミュニケーション能力が向上し

ていることが示された。

　このように，通級プログラムによる早期療育は，約 8か月間，週 1回 45分程度の取り出しで，今

回示したような効果が表れることが確認された。これにより，本研究の通級プログラムは，特別な支

援を必要とする子供の発達や適応行動，コミュニケーションの促進に寄与する有効なプログラムであ

ると言える。



謝　辞

　本研究の調査にご協力いただきました Z県私立幼稚園・認定こども園協会所属の各園の管理職の

方々ならびに保育者の先生方に，深く感謝申し上げます。また，通級指導教室を開設してくださった

園の管理職の方，参加していただいた子供の担任の先生方，保護者の方々，子供たち，そして子供の

指導にご協力いただいた大学生の方々にも，深く御礼申し上げます。さらに，本研究に助成をいただ

きました公益財団法人発達科学研究教育センターに対しましても，厚く感謝申し上げます。

2 歳児クラスに在籍する特別な支援を要する子供への・・・

111

Vineland-Ⅱ適応行動尺度マニュアル．日本文化科学社．

八坂美穂（2023)．会話力がおどろくほど育つ だれ？どこ？なに？カード–ABAでのばす！シリーズ1–．合同

出版．


	p99_112_hdr39_mitsuakimiyazaki.pdf



